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「Kaseya」を中核としたクライアント向け IT サービスの提供を開始

キヤノンマーケティングジャパン株式会社（代表取締役社長：川崎正己、以下キヤノン MJ）
は、米国 Kaseya（カセヤ）社（Kaseya International inc..、CEO：Yogesh Gupta）の
クライアント向け IT サービス提供プラットフォーム「Kaseya 日本語版 SaaS」を12月
2日より国内において提供を開始します。

キヤノン MJ グループは、2011年より開始した５か年計画「長期経営構想フェーズ II」の重点
戦略において、「サービス事業会社化」を掲げ、IT ソリューション分野では、ストック型 IT サービス
事業とグローバル事業の積極展開を目指しています。

近年、新 OS への移行やモビリティの普及により拡大するクライアント市場では、その導入や
管理、運用のコスト削減が経営課題になっています。
こうしたニーズ（課題）に応え、キヤノン MJ は、2012年より「Kaseya」（オンプレミス型）の販売を
展開してきましたが、これに加え12月2日よりクライアント向け IT サービス提供プラットフォーム

『Kaseya 日本語版 Saas』の販売を開始します。

「Kaseya」は、クライアント向けの IT サービス構築や運用を目的としたプラットフォームで、
世界32ケ国のサービスプロバイダや企業のＩＴ部門に採用されています。PC 遠隔操作やソフト
ウエア自動インストール、モバイルデバイスマネージメントなどの最新の技術基盤を、オールイン
ワンで提供し、増大する管理台数にも対応人員を増やすことなくサービスを提供することができ
ます。
さらに、専門性の高い分野のサービスを構築するためのプラットフォームとして、セキュリティや
MPS（マネージドプリントサービス）、OS 移行分野などの専業ベンダーの商品・サービスと連携
する「Kaseya エコシステム」を合わせて提供します。

キヤノンＭＪは、クライアント向けの IT サービス構築を手掛けるサービスプロバイダや企業の
IT 部門に対し、「Kaseya」( オンプレミス型、日本語版 SaaS) とサービス構築ノウハウを提供して
いきます。また、キヤノン MJ 自身がサービスプロバイダとして、一般の企業に対し、「Kaseya」
( オンプレミス型、日本語版 SaaS) のほか、「Windows7移行サービス」や「プリンタドライバ展開
サービス」などの導入サービスや、セキュリティ、データバックアップ、モバイル・デバイス・マネー
ジメント、Windows8タブレット向けなどの運用サービスを順次提供していきます。
クライアント向け IT サービスの増強と品質向上を図り新たなサービスを拡充することで、継続的な
利用を推進し、2016年までに、年間10万クライアントでのサービス利用を目指します。
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■ Kaseya オンプレミスライセンス価格表（2012年よりサービスを開始）
商品 価格

備考
ライセンス数レンジ 買取 年額料金

100 − 249

オープンプライス オープンプライス 1ライセンスあたりの利用料金です
250 − 999

1000 − 4999
5000 以上

■ Kaseya 日本語版 SaaS 価格表（2013年12月2日よりサービス開始）
商品 価格

備考
ライセンス数レンジ 月額料金 年額料金

100 − 500 ¥500 ¥5,400

1ライセンスあたりの利用料金です
501 − 1000 ¥375 ¥4,050
1001 − 5000 ¥250 ¥2,700

5001以上 個別見積 個別見積

商品 価格 　
初期設定費用 ¥24,000 １契約あたりの初期費用です

■ Kaseya　IT サービス
導入・展開サービス サービス開始時期

プリンタドライバ展開サービス 2013年12月予定
Windows7 移行サービス 2013年12月予定
Windows8タブレット導入運用サービス 2014年前半予定

運用管理サービス サービス開始時期
セキュリティサービス

2014年前半予定データバックアップサービス
モバイル・デバイス・マネージメントサービス

● 報道関係者のお問い合わせ先 ：キヤノンマーケティングジャパン株式会社　
広報部 広報第一グループ 03－6719－9093（直通）

● 一般の方のお問い合わせ先 ：キヤノンマーケティングジャパン株式会社
バリューアドサービス企画課 03－6719－9778
情報通信ビジネス企画課 03－6719－9518

● Kaseya ホームページ　 ： canon.jp/kaseya
● 報道関係者用ホームページ    ： canon.jp/e-pr
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■「Kaseya」の特長

１．オールインワン装備
クライアントの導入／運用に必要な機能をオールインワンで提供します。管理対象はパソコン、
タブレット、スマートフォンまで幅広くカバー。パソコンの場合は Windows、Mac、Linux などの
OS に対応し、スマートフォンでは Android、 iPhone ／ iPad、BlackBerry、Windows Phone の
端末に対応しています。

●オールインワンで提供される主な機能
• 資産管理
• PC の遠隔操作／サポート
• モニタリング
• パッチマネジメント
• デスクトップポリシーマネジメント
• ネットワークマネジメント
• モバイルデバイスマネジメント 
• ソフトウエア自動インストール
• バックアップ／復元
• データ遠隔消去
• アンチウィルス／アンチマルウエア
• ヘルプデスク／トラブルチケット
• 電源管理 

２．インターネット接続（LAN 環境に依存しない）
LAN、WAN、インターネットに対応しており、さまざまなネットワーク環境に柔軟に対応します。

３．自動化を行う IT オートメーション
クライアントへの導入・運用に関する操作を、スクリプトによる簡単な構文を使い、ステップを
踏みながらプログラム化。単純なファイル送信／メール送信から、OS の移行／ドメインの
統合まで幅広い領域で作業工数を削減します。
また、IT サービスのトータル提供／ポイント提供が可能です。 

４．Kaseya エコシステム
クライアントに関連するエキスパート商品の利用や、サービスを監視・制御する連携システムの
構築が可能です。現在、エキスパート領域では、OS 移行、セキュリティー、バックアップ、資産
管理、MDM（モバイル・デバイス・マネージメント）、MPS（マネージド・プリンティング・サービス）、
ネットワーク、回線など各ジャンルの企業で Kaseya エコシステムの形成が進んでいます。

５．マルチテナント機能
サービスプロバイダー向けに、複数の企業単位、企業内部門を管理できる機能を標準装備して
います。

６．第三者使用を許可するライセンス体系
サービスプロバイダー向けに、ご契約者以外の第三者使用が可能な契約体系を採用。同一ライ
センス内で、異なる企業での利用が可能です。
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■ インテル株式会社のエンドースメント
インテルは、キヤノンマーケティングジャパン株式会社の「Kaseya 日本語版 Saas」の提供の
開始を歓迎いたします。
モビリティーの普及、複合機など組み込み機器の多機能化に伴い、企業内の多彩なデバイスの
セキュリティー対応や運用管理コストの削減が課題となっております。

「Kaseya 日本語版 Saas」と合わせて、最先端のセキュリティー機能と運用管理機能が内蔵された
第4世代インテル® Core™ vPro™ プロセッサー搭載システムをご利用いただくことにより、
優れた運用効率とサービス品質の向上を実現できると確信しています。

インテル株式会社　代表取締役社長　江田 麻季子

＊ Intel、インテル、Intel ロゴ、Intel Core、Intel vPro は、米国および / またはその他の国におけるインテル コーポレーションの
商標です。

＊その他の社名、製品名などは、一般に各社の商標または登録商標です。

■ セミナーについて
MSP 事業者・IT 管理担当者向け PC 運用管理サービス ご紹介セミナー
　日時：11月20日（水）　14:00 ～ 17:00　
　場所：品川　キヤノン S タワー 9階 セミナールーム
　内容：Kaseya を利用するメリット / 将来的な拡張性 /SaaS サービス /Kaseya とセキュリティ
　　　 　ソリューション連携などをご紹介します。
　申込みサイト：

■ Kaseya 社の概要
社名		      ：Kaseya International Ltd.
本社所在地	      ：Avenue de Gratta-Paille 2, CP 476CH-1000 Lausanne 30　Switzerland 
President&CEO：Yogesh Gupta
設立		      ：2000年
事業内容	      ：MSP(Managed Service Provider) 向けソフトウェア開発・販売
URL		      ：

社名		      ：KaseyaJapan 株式会社
本社所在地	      ：〒141-0021東京都品川区上大崎2-15-19 MG 目黒駅前508 
取締役社長	      ：北原信之
設立		      ：2011年
事業内容	      ：国内における SP(Service Provider) 向けソフトウェア販売
URL		      ：


